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要旨　本稿では，社会保障財源として，消費税率の引き上げはどこまで必要であるかを予測

し，消費税の増税から生じる負担の逆進性への対応策と軽減税率が引き起こしている制度の

非効率性への対応策を検討した。

　本稿で得られた結果として，第１に，２０２５年において一般会計における社会保障分収支は，

現在価値で１５.４兆円の赤字となる。社会保障財源として国税分を増税させ，これにともなっ

て現状の割合で地方消費税分も増税させ，軽減税率は据え置くとすると，消費税の税率は約

１８％となる。

　第２に，消費税増税に対する負担の逆進性への緩和策として，カナダ型の GST 控除制度

を検討した。結果として，カナダ型の GST 控除制度はある程度の所得水準までは，負担の

逆進性の緩和を解消することがわかった。

　第３に，軽減税率による制度の非効率性について検討した。その結果，税率を１本とする

と，消費税率は１８％で，家計１人あたり３.６万円の定額給付で，しかも各所得階層の負担額は

消費税率を１８％で軽減税率を８％の場合とほぼ同じになることがわかった。

　さいごに基礎消費額にかかる消費税に対して，所得制限を設けずに還付するという制度設

計を検討した。その結果，還付額が大きくなるために，消費税率は３７％となることがわかった。
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Abstract　This paper, has estimated to what extent a VAT hike should be essential 

to secure financial resources for the social security system.　This paper has also consid-

ered necessary measures taken for regressivity caused by the burden from a VAT 

hike and for inefficiency due to reduced tax rates.

　The findings of this research have confirmed, first, that the balance of social security 

finance in the general account budget is estimated to have a dificit of about a １５.４ 

trillion by ２０２５.　When the national tax rate is increased for social security finance 

and the local consumption tax rate, is also increased to the present precentage, the 

reduced tax rate remains the same as the VAT rate becomes about １８％.

　Second, this paper has examined a Canadian GST credit system easing regressivity 

caused by a VAT hike.　This examination has confirmed that the Canadian GST deduc-

tion system model can ease such regressivity to a certain income level.

　Third, the examination of inefficiency due to reduced tax rates has confirmed that 

setting a single VAT rate sets the VAT rate to １８％ along with a ３６,０００-yen fixed-

sum stipend per family member budget.　The burden of each income bracket remains 

almost the same as the case with the VAT rate of １８％, and the reduced tax rate of 

８％.

　The final point considered was a system of returning VAT that is levied on the 

basic consumption amount without limiting the income level.　This attempt has found 

that the VAT rate becomes ３７％ because of a greater return.

Key words　VAT, social security finance, regressivity, GST credit, reduced tax rate
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１．は　じ　め　に

日本は高齢化の進行とともに，社会保障需要が増大している。特に，２０２５年問題と呼ば

れる団塊の世代が後期高齢者に入る高齢者数のピーク時への対応が迫られている�。厚生

労働省は，２０２５年に社会保障給付費は約１４０兆円と予測している�。

政府は２０２０年６月２５日に，『全世代型社会保障検討会議』の第２次中間報告を出した。

報告書では，定年の延長，子育て支援，雇用などへの提言はなされているが，財源に踏み

込んだ記述はほとんどない。現に，安倍首相（当時）は，消費税の増税後は１０年間は増税

の必要なない旨の発言をしている�。日本において消費税の増税に対しては政治的に厳し

い現状がある。福田内閣時に，社会保障国民会議は２００８年に今後の社会保障財源として増

税幅について提言をだしている�。提言では，２０２５年時点で，医療と介護において消費税

率換算で３～４％，年金において６％分の追加的財源が必要としている�。

消費税の引き上げが前提とすると，消費税がもつ負担の逆進性の問題がより出てくるこ

とになる。２０１９年１０月から逆進性緩和策として，軽減税率が必需品とみなされる財に導入

されたが，高所得者層にも恩恵が行き渡る制度である。

そこで本稿では，まず，社会保障財源として，消費税率の引き上げはどこまで必要であ

るかを考える。その上で，消費税の増税から生じる負担の逆進性への対応策と軽減税率が

引き起こしている制度の非効率性への対応策を検討することにする。

２．既　存　研　究

本稿では，社会保障財源の増大に対して消費税の増税で対応した場合，家計の負担にど

のような影響をもたらすのかについて分析する。増税が消費だけではなく，所得，資産に

対しても可能であるなかで，井堀（２０１６）は，消費税を増税させる理由として，以下を述

べている�。まず，所得税については，高齢化社会における勤労世代の人数の相対的な減
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�　１９４７年から１９４９年に生まれた世代を指す。
� 第２８回社会保障審議会「資料２」（平成３１年２月１日）「今後の社会保障改革について―２０４０年

を見据えて―」による。
�　日本経済新聞，２０１９年７月２２日朝刊による。
� 社会保障国民会議「最終報告」による。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/syakaihosyou 

kokuminkaigi/（閲覧日：２０２０年６月２９日）
�　当時は，国民年金（基礎年金）の財源の３分の１が税であり，現在の２分の１ではない。
�　井堀（２０１６）p.１１６を参照。



少を指摘し，高齢者も負担する消費税の方が税収確保としては優れているとしている。ま

た，所得税の最高税率の引き上げあるいは，税率の刻みを細かく設定することで中高所得

者層からの税負担増は，脱税の誘因と，課税ベースの狭さから多くの税収増は期待できな

いとしている。資産課税については，相続税の累進度の強化は所得税以上の脱税の誘因と

なると指摘している。相続に対する課税の方法として，遺産行為を子供への消費とみなし

て定率課税することが現実的であるとしている。井堀（２０１６）は，消費税の増税について

は，２０２５年問題に対処するため，社会保障をはじめとした歳出の効率化と段階的な消費税

を増税すれば，消費税率１５％程度で中長期的な財政健全化ができるとしている。

経済界からは，日本経団連が２００３年に「徹底した歳出の削減と社会保障制度の改革，機

動的な消費税率の引上げを中心とする税制改革を併せて進めることにより，２０２５年度まで

の消費税率の増加を１８％程度までに抑えることが是非とも必要である。」と提言している�。

佐藤（２０１０）は，消費税の増税幅としては，２０１５年度までに１０％にして，２０２０年度に追

加として５％としている。佐藤（２０１０）は，低所得者対策としてカナダ型の GST 税額控

除の導入を提言している。これによって社会保障と財政再建をするとしている。

消費税が増税された場合，公平性の観点から負担の逆進性への対応が検討されることに

なる。橋本（２０１０）は，逆進性の緩和には所得制限を設けた給付付き税額控除制度が有効

だが，実施にハードルがあると指摘し，暫定的な案として，所得制限がない基礎的消費に

対応した消費税額の還付があると提言している。

森信（２０１０）は，消費税の軽減税率が引き起こすいくつかの問題点を指摘している。そ

の中で，軽減税率を適用させる範囲を合理的に設定することが困難であること，高所得者

層にも恩恵が及ぶこと，軽減税率による税収減に対応させるために標準税率を高く設定さ

せなければならないことをあげている。『マーリーズレビュー』では，イギリスは他の EU 

諸国より軽減税率（特に０％適用）の適用範囲が広いために課税ベースが小さくなってい

ることを指摘。改革案として，付加価値税の税率を１本化で，すべての財・サービスに課

税し，個人に対する課税と便益によって再分配と労働供給に対する影響を考えた制度設計

を提案している�。
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� 日本経団連（２００３）『「近い将来の税制改革」についての意見―政府税制調査会中期答申取りま
とめに向けて―』より引用。https://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/２００３/０５２/honbun. 
html#part１（閲覧日：２０２０年６月２９日）
�　Institute for Fiscal Studies（２０１１），p.４８４を参照。



３．分　析　手　法

　３.１．消費税の概要

本節では，消費税増税のシミュレーション分析の前提となる消費税の概要について述べ

ることにする。日本の消費税は，基本的にはすべての財・サービスの販売，提供に対して

課税されるが，非課税項目と軽減税率が設けられている。

非課税項目は，「税の性格から課税対象としてなじまないもの」と「社会政策的配慮に

基づくもの」という２つの考え方から設けられている。前者としては，土地の譲渡及び貸

付，有価証券，支払手段等の譲渡，貸付金の利子，保険料等，郵便切手類，印紙及び証紙，

物品切手等の譲渡，行政手数料等，外為業務に係る役務の提供が非課税項目とされている。

後者としては，公的医療保障制度に係る医療等（医療機関における窓口負担），住宅の

貸付け，介護保険法の規定に基づく一定サービス及び社会福祉法に規程する社会福祉事業

等として行われる資産の譲渡等，助産に係る資産の譲渡等，埋葬料・火葬等を対価とする

役務の提供，身体障害者用物品の譲渡・貸付け等，学校等の授業料，入学金，施設設備等，

教科書用図書の譲渡が非課税項目とされている（表１参照）。
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� web アドレス：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shohi/６２０１.htm（閲
覧日：２０２０年４月１５日）

表１　消費税の非課税項目

社会政策的配慮に基づくもの税の性格から課税対象としてなじまないもの

・公的医療保障制度に係る医療等・土地の譲渡及び貸付け

・住宅の貸付け・有価証券，支払手段等の譲渡

・介護保険法の規定に基づく一定のサービス及び
社会福祉法に規程する社会福祉事業等として行
われる資産の譲渡等

・貸付金の利子，保険料等

・助産に係る資産の譲渡等
・郵便切手類，印紙及び証紙，物品切手等の

譲渡

・埋葬料や火葬等を対価とする役務の提供・行政手数料等，外為業務に係る役務の提供

・身体障害者用物品の譲渡・貸付け等

・学校教育法第１条に規定する学校等の授業料，
入学金，施設設備等

・教科用図書の譲渡

出所：国税庁 web より作成�。



非課税項目を販売している事業者は，消費者から消費税を取ることができず，仕入税額

控除をすることができない。特に，医療機関は，販売価格が診療報酬制度に基づく公定価

格であるため，価格に転嫁させることができない。消費税の増税時に，厚生労働省は診療

報酬に上乗せさせているとしているが，それを考慮してもなお，医療機関は消費税を多く

負担しているとされている。これを消費税の損税問題という�。次に消費税（付加価値税）

の税率について確認しておこう。

図１は付加価値税率（標準税率と軽減税率）について国際比較をしたものである。図１

によると，EC 指令によって EU に所属する国々では，標準税率は１５％から２５％，軽減税

率は５％以上とされている�。国際比較がなされている国々の中で最も標準税率が高いの

は，ハンガリーの２７％である。デンマークはハンガリーに次いで標準税率が高く，２５％と

されているが，軽減税率はない。軽減税率がない国としては，エストニア（２０％），ラト
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� 損税の発生についての詳細は鈴木（２０１３）を参照。なお，鈴木（２０１３）では，医療機関全体で
約２,６３８億円の損税が発生していると推計されている。
� ドイツはコロナ禍への経済対策として２０２０年７月から１２月に標準税率を１９％から１６％に，軽減

税率を７％から５％に引き下げることを決定している。
� web アドレス：https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/itn_comparison/j０４.htm
（２０２０年４月２２日閲覧）

出所：財務省 web より引用�。

図１　消費税（付加価値税）率の国際比較



ビア（２１％），リトアニア（２１％）というバルト三国と，ブルガリア（２０％），チリ（１９％），

ニュージランド（１５％）が挙げられる。

EU 諸国と比較して，ASEAN＋３（日本，中国，韓国）および台湾は，標準税率が低

くなっている。これらの国々において最も標準税率が高いのは，中国の１３％であるが，中

国では軽減税率を９％として設定されている。日本は２０１９年１０月から消費税を８％から１０％

に増税し，軽減税率として８％を設けることになった。これらの国々おいて軽減税率を設

けていないのは，韓国，カンボジア，インドネシア，ラオス，フィリピン，タイ，台湾で

ある。日本の場合，標準税率と軽減税率の差が２％と小さくなっていることが特徴である。

表２は消費税（付加価値税）の概要について国際比較でまとめたものである。表２によ

ると，非課税項目が土地の譲渡，医療，教育が対象とされているのは，各国で共通してい

ることがわかる。軽減税率の対象としては，食料品，水道水，新聞は日本も含めて各国で

共通している。イギリスではこれらはゼロ税率が適用されている。

日本では，仕入税額控除の方法として，帳簿方式（アカウント方式）を採用しているが，
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表２　消費税概要の国際比較

出所：財務省 web より引用�。

� web アドレス：https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/itn_comparison/j０４.htm
（２０２０年４月２２日閲覧）



EU をはじめとして多くの国では，伝票方式（インボイス方式）を採用している。帳簿方

式では，軽減税率（複数税率）に対応することが難しいとされている。帳簿上に標準税率

と軽減税率の複数が対象となっている商品が混在しているためである。これに対応するた

め，日本では，２０２４年１０月から日本型インボイス制度（適格請求書等保存方式）が導入さ

れることになっている。

３.２．分析手法

本稿で用いる消費税増税のシミュレーションの方法は，林・橋本・跡田・本間（１９８９）

を基本としている。林・橋本・跡田・本間（１９８９）は『家計調査年報（総務省）』を利用

し，消費税が導入された場合に，所得階層別の間接税の税負担がどのようになるのかをシ

ミュレーション分析をおこなっている。分析当時は，消費税が導入されていなかった時代

である。シミュレーションでは消費税が導入された場合の物価上昇を考慮して分析がなさ

れている。分析の対象となっている税制改革は，所得税の減税と消費税の導入がなされて

いる。分析結果として，所得税の減税による可処分所得の増加を考慮しても依然として，

消費税の導入によって間接税負担の逆進性の存在を指摘している。

林（１９９５）も『家計調査年報』を用いて，所得階層別の消費税を含めた間接税の税負担

を計測している�。林（１９９５）は，税負担の逆進性は消費税よりも個別間接税のほうが強

くなっているとしている。

本稿においても消費税の増税が所得階層別にどのような影響をもたらすのかについての

シミュレーションの分析手法としては『家計調査年報』を利用することにした。

４．分 析 と 結 果

社会保障財源として消費税に財源を求めたときに，どのくらいの増税規模になるのかを

予測する必要がある。予測にあたっての基礎的なデータは，内閣府による『中長期の経済

財政に関する試算（２０２０年１月１７日）』を利用した（以降，中長期試算とする）。中長期試

算においては，成長実現ケースとベースラインケースが想定されているが，本稿ではベー

スラインケースを前提とした�。
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�　１９９０年の勤労者標準世帯のデータを用いている。消費税の税率は３％としている。
� 成長実現ケースは，「アベノミクスで掲げたデフレ脱却・経済再生という目標に向けて，政策

効果が過去の実績も踏まえたペースで発現する姿を試算したものである。」とされ，ベースライ
ンケースは，「経済が足元の潜在成長率並みで将来にわたって推移する姿を試算したものである。」



『中長期試算』では，「２０２１年度以降の歳出については，社会保障歳出は高齢化要因や物

価・賃金上昇率等を反映して増加し，それ以外の一般歳出は物価上昇率並みに増加する。」

とされている�。税収，その他税収，基礎的財政収支（プライマリーバランス：PB）対象

経費は『中長期試算』に掲載されている。税収に含まれる消費税収は２０２１年度以降は，名

目 GDP 成長率で延伸することにした。これらによって社会保障分収支が予測されること

になる。表３は予測の結果をまとめたものである。

表３によると，高齢化のピークとされる「団塊の世代」が７５歳にさしかかる２０２５年にお

いて，社会保障分収支は，１５.８兆円の赤字となる�。GDP デフレータによって２０１８年に実

質化すると，１５.４兆円の赤字となる�。これは，消費税率１％分を約２.４兆円とすると，６.４２％

分に相当する�。

消費税は，２０１９年１０月から８％から標準税率が１０％，軽減税率が８％とされた。消費税

は１９９７年４月に３％から５％に増税され，国税が４％，地方税が１％とされ，地方消費税

が導入された。消費税は２０１４年４月から８％に増税となり，国税が６.２４％，地方税が１.７６％

とされた。２０１９年１０月からの増税においては，軽減税率分の国税と地方税の税率は改正さ
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とされている。（内閣府（２０２０），p.１ から引用。）本稿では社会保障財源としての安定性を考慮し，
ベースラインケースを前提とした。
�　内閣府（２０２０）p.２ から引用。
�　１９４７年から１９４８年に生まれた第１次ベビーブーマーの世代を指す。
�　分析に用いるデータが２０１８年となっているからである。
� ２０１０年度から２０１８年度の期間において４月から増税になった２０１４年度を除いた消費税（国税分

と地方税分）の税率１％分の平均税収は約２.４兆円である。

表３　中長期予測（ベースラインケース）

Ａ－Ｈ＝ＩＤ－Ｂ＝ＨＦ－Ａ＝ＧＦＥＤＣＢＡ
GDP デフ

レータ
名目 GDP

成長率
年度 社会保障以外

収支　　　　
社会保障分
収支　　　

PB
税収　　　
＋税外収入

税外収入うち消費税収税収
うち社会保障

関係費
PB 対象経費

 ９６.７－２０.３－１０.３６６.１５.７１２.３６０.４３２.６７６.４－０.２％０.１％２０１８

１０３.３－２１.２－１４.５６７.６７.４１２.９６０.２３４.１８２.１　０.９％１.８％２０１９

 ９３.５－１４.２－ ９.２７０.１６.６２１.７６３.５３５.９７９.３０.８％２.１％２０２０

 ９２.７－１４.５－ ９.２６９.０５.３２１.９６３.７３６.４７８.２０.２％０.７％２０２１

 ９４.５－１５.１－ ９.４７０.０５.３２２.２６４.７３７.３７９.４０.２％１.７％２０２２

 ９５.８－１５.３－ ９.４７１.１５.４２２.６６５.７３７.９８０.５０.２％１.５％２０２３

 ９７.０－１５.６－ ９.３７２.１５.４２２.９６６.７３８.５８１.４０.２％１.４％２０２４

 ９８.０－１５.８－ ９.１７３.１５.５２３.２６７.６３９.０８２.２０.２％１.３％２０２５

 ９８.９－１６.０－ ８.９７４.０５.５２３.５６８.５３９.５８２.９０.２％１.２％２０２６

１００.２－１６.３－ ９.０７４.９５.６２３.８６９.３４０.１８３.９０.２％１.２％２０２７

１０１.４－１６.６－ ９.１７５.７５.６２４.０７０.１４０.６８４.８０.２％１.１％２０２８

１０２.５－１６.８－ ９.１７６.６５.７２４.３７０.９４１.１８５.７０.２％１.１％２０２９

出所：内閣府『中長期の経済財政に関する試算（２０２０年１月１７日）』より作成。



れていないが，標準税率分の１０％は国税が７.８％，地方税が２.２％とされた。

これまでの消費税の増税にあたっては，地方税分も増税されていることがわかる。本稿

においては，社会保障財源としては国税分を６.４２％上昇させることになるが，それにした

がって，地方分も増税させることにした。地方分の増税幅は，現状の割合を維持するもの

とした。したがって，国税分で６.４２％を上昇させるとなると，地方分は６.４２％を７.８％で除

して，２.２％を乗じた１.８１％を上昇させるものとする。最終的な消費税率は現状の標準税率

１０％に国税分の６.４２％と地方分の１.８１％を加えた１８.２％となる。シミュレーションに用いた

消費税率は，標準税率を１８％とし，軽減税率は８％とした。

（消費税の負担の現状）

消費税増税のシミュレーションの前に，消費税の負担の現状を確認しておこう。用いた

データは『家計調査年報（総務省）』の２０１９年版である。２０１９年版であるため，データの

内容は２０１８年である。対象とした世帯は総世帯である。２０１８年データであるため，消費税

率は８％となっている。したがって消費税が課税されている消費支出は，１
　

 ＋８％で割り

戻す必要がある。非課税項目としては，家賃・地代，保健・医療サービス，教育とした。

食料に対しては軽減税率が対象とされているが，酒類と外食（一般外食）はその対象外と

なっている。

以上の想定のもとに，所得階層別の消費税の負担を計算した結果が，表４にまとめられ

ている。

社会保障財源としての消費税率の引き上げと逆進性緩和策について（鈴木）

─　　（　　）─13377

表４　所得階層別の消費税負担（総世帯）
単位：円（１か月）

第１０分位第９分位第８分位第７分位第６分位第５分位第４分位第３分位第２分位第１分位平均

３６３,５８１２８５,１０７２５３,９８１２２８,１０６２１１,８４６１８６,６８１１７７,３２８１５０,０６８１３２,３８８９１,７３１２０８,０８１消費支出

９０,２９１７６,１６９７０,９９５６４,０４５５９,９４７５５,０９８５３,６６０４６,９１７４０,０９６３０,５７２５８,７８０食料軽減税率

３,４９９３,２２３３,１６２２,８４６２,７５６２,３３１２,２１６２,１０８１,９６３１,３８０２,９７２　うち酒類
１０％適用

２６,３４７２０,８１９１７,０８１１４,３４５１２,７８４１２,４９７８,９７２７,９４８６,６０６３,９７７１０,７４２　うち外食（一般外食）

１０,４６０９,８６１１２,５４１１１,４１７１４,５２１１３,４３１８,６５１９,４１６９,１９２９,０３８１０,８５３家賃・地代

１０,５２１７,６０１６,７０３６,１２５７,１９６７,０８０６,３６３５,５０４４,３２８３,５０５６,４９３保健・医療サービス非課税

２８,８４７１８,７９６１０,９７２８,３３３４,１４１２,７３５９１８７７６６２４１６５７,６３１教育

１,３１１８３３６７２５５５４６０３８９３３０２７５２１６１２６５１７年間収入

３.３５３.１２.９３２.７６２.４４２.０７１.９８１.７９１.４３１.１９２.３世帯人員

６０,４４５５２,１２７５０,７５２４６,８５５４４,４０８４０,２７０４２,４７３３６,８６１３１,５２７２５,２１６４５,０６６食料�酒類�外食
軽減税率
適用分　

２５３,３０７１９６,７２２１７３,０１３１５５,３７７１４１,５８１１２３,１６５１１８,９２３９７,５１１８６,７１７５３,８０７１３８,０３８消費�軽減�非課税本則適用

４,４７７３,８６１３,７５９３,４７１３,２８９２,９８３３,１４６２,７３０２,３３５１,８６８３,３３８軽減税率分消費税

２３,０２８１７,８８４１５,７２８１４,１２５１２,８７１１１,１９７１０,８１１８,８６５７,８８３４,８９２１２,５４９本則税率消費税

※年間収入の単位は万円。
出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』（総世帯）より作成。



表４の結果から所得階層別の税負担額を描いたものが，図２である�。図２によると，

消費税の負担額は，高所得者ほど多いことが確認できる。軽減税率は，酒類と外食を除い

た食料への支出という生活必需品に限ったものであるため，所得階層間に大きな差がない

ことがわかる。

次に，消費税の負担の逆進性についてみてみよう。消費税の逆進性は，負担額を年間収

入で除することで求められる。負担額を年間収入で除した値が低所得層から高所得層にか

けて低下していけば，逆進性がみられることになる。図３は結果をグラフ化したものであ

る。図３によると，軽減税率の負担率でも緩やかであるが，逆進性がみられる。１０％適用

分の逆進性が明らかにみられるため，全体としての消費税負担率は，第１分位で６.４％であ

り，第１０分位で２.５％となっており，明らかな逆進性がみられる。

逆進性は，低所得者層において重い負担になることから，再分配状況に影響を及ぼすこ

とになる。そこで，課税前と課税後における分配状況を数値化できるジニ係数を計測した�。

ジニ係数は０から１の値をとる。係数が０であれば，完全平等であり，１
　

 であれば，完全
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�　負担額は１２を乗じることによって年単位にし，１０,０００で除して，万円単位にしている。
� ジニ係数の計測にあたっては，課税前所得と課税後所得を等価所得によっている。等価所得は

所得を世帯人員の平方根によって除することによって求められる。

出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図２　収入階級別の負担額（総世帯）



不平等の分配状況を表す。計測した結果，課税前のジニ係数は０.２７１であり，課税後のそれ

は０.２７７となり，分配状況の悪化がみられる。

分析に用いたデータは総世帯を対象としたものであり，低所得者層において年金収入で

生活をする引退世帯が多く含んでおり，このような世帯が消費税の逆進性を生じさせてい

るとの指摘が大竹・小原（２００５）によってなされた。大竹・小原（２００５）は，生涯レベル

での消費税の負担に着目し，生涯所得階層別でみれば，消費税は累進的になると指摘した。

これに対して橋本（２０１０）は，大竹・小原（２００５）が「同一世代に異なる所得水準の世帯

を想定していない」という問題点を指摘し�，同一世代内に異なる所得水準の家計を想定

し，逆進性の計測をおこなっている。橋本（２０１０）は，逆進性の計測にあたって引退世帯

をある程度排除するために，『家計調査年報』の勤労者世帯を利用している。分析結果と

して，消費税の負担の逆進性がみられるとしている�。

そこで，本稿も勤労者世帯を対象とした消費税の負担の現状を確認する。軽減税率，非

社会保障財源としての消費税率の引き上げと逆進性緩和策について（鈴木）
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�　橋本（２０１０）p.３６から引用。
� 橋本（２０１０）では，学歴別かつ企業規模別の生涯所得プロファイルを作成し，生涯レベルにお

いても逆進性が存在すると指摘している。しかし「ただし，その逆進性の度合いは，それほど高
くないとも言えよう。」としている。（p.４３から引用。）

出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図３　所得階級別の負担率（総世帯）



課税対象項目は総世帯の場合と同様としている。表５に負担額の計測結果がまとめられて

いる。図４は所得階層別の税負担率（年間）をグラフ化したものである。

図４によると，第１分位の負担率は５.９％，第１０分位の負担率は３.４％となっている。消

費税の負担の逆進性が，総世帯ほどではないが，発生していることがわかる。ジニ係数は

課税前が０.２６３であり，課税後は０.２６６となっている。やはり分配状況の悪化はみられるが，

総世帯よりは小さい。
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出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図４　所得階級別の負担率（勤労者世帯）

表５　所得階層別の消費税負担（勤労者世帯）
単位：円（１か月）

第１０分位第９分位第８分位第７分位第６分位第５分位第４分位第３分位第２分位第１分位平均

４３３,４４６３５３,５７９３１３,３７９２８５,０５６２６６,４２０２３２,５７７２１８,７７９１８８,９６６１６７,２６７１３８,０４０２５９,７５１消費支出

９２,３８１７９,９４９７４,２７８６９,９５６６６,５０５５８,５６０５４,００６４７,３７６４４,５５２３５,９７７６２,３５４食料軽減税率

３,４５０３,０６８３,１８５２,８５３３,１０８２,４７１２,３４４１,８１１１,９１５１,９１６２,６１２　うち酒類
１０％適用

２４,７５４１８,００１１６,３３５１４,３８３１３,２３３１２,０８８１１,５２４１３,４６７１１,５０６７,６７１１４,２９６　うち外食（一般外食）

１２,９６０１０,００７１１,３４１１４,５９０１３,５７４１４,７９１２１,７７２２１,１９９１９,８６１１８,８１３１５,８９１家賃・地代

１０,９１７８,２２３６,９２９６,７０７５,０２１５,１５０５,３００４,４８８３,３６３２,８６８５,８９７保健・医療サービス非課税

３５,０４８２６,２８６２０,３９１１３,１５５１１,１６４９,７０８５,２３３４,５９２１,８５５１,３０２１２,８７３教育

１,１８０８３７７０２６３１５５３４７４４２３３６８２９９２０５５６７
年間収入（勤め先収入）

（万円）

３.３３３.３３３.１９３.０３２.９７２.７４２.４４１.９５１.７１１.３４２.６世帯人員

６４,１７８５８,８８１５４,７５７５２,７２０５０,１６３４４,００１４０,１３８３２,０９８３１,１３１２６,３９０４５,４４５食料�酒類�外食
軽減税率
適用分　

３１０,３４４２５０,１８２２１９,９６０１９７,８８３１８６,４９８１５８,９２７１４６,３３６１２６,５８９１１１,０５６８８,６６７１７９,６４５消費�軽減�非課税本則適用

４,７５４４,３６２４,０５６３,９０５３,７１６３,２５９２,９７３２,３７８２,３０６１,９５５３,３６６軽減税率分消費税

２８,２１３２２,７４４１９,９９６１７,９８９１６,９５４１４,４４８１３,３０３１１,５０８１０,０９６８,０６１１６,３３１本則税率消費税

出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より筆者作成。



（消費税増税のシミュレーション）

本稿では，まず，現行の消費税から標準税率１８％，軽減税率８％をシミュレーションし，

それに見合う税収を得ることができる制度改革案を検討する。税収中立を想定するために，

税負担の計測には，『家計調査年報』の総世帯を用いる。

税負担の計測方法としては，以下の通りである。まず，現行の標準税率（１０％）と軽減

税率（８％）の負担額をそれぞれ xn と yn とする。ただし，ｎは所得階層を表すものと

する。所得階層別の負担額の合計をＸとＹとする。xn と yn をそれぞれの合計額で除した

ものを xn／X，yn／Y とし，これを按分率とする。増税は標準税率を１０％から１８％に増

税することになるので，増税後の税収はＸに１.８を乗じた値になる。これに按分率を乗じる

ことで，増税時の所得階層別の税負担額が計算することができる。

図５は現行と標準税率１８％，軽減税率８％の場合の所得階層別の税負担率をグラフ化し

たものである。軽減税率は改革前から据え置きになっているため，改革前から改革後にか

けてグラフは平行に移動していることがわかる。税負担率は，改革前から改革後に第１分

位は６.４％から１０.２％，第１０分位は２.５％から４.２％と増加する。グラフは平行移動となるた

めに，逆進性に変化はないが，第１分位における負担率の上昇は大きいものといえよう。

負担額でみれば，第１分位は，改革前の８.１万円から改革後には１２.８万円に増加する。

社会保障財源としての消費税率の引き上げと逆進性緩和策について（鈴木）
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出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図５　現行と消費税増税ケースの負担率



社会保障財源としての消費税の増税にあたっては，負担率が高いレベルで逆進性が発生

することがわかった。このような逆進性の緩和策の１つとしては，カナダでおこなわれて

いる GST 控除制度（Goods and Services Tax Credit）が存在する。この制度は，消費

税率は１本として，低所得者に後から還付するやり方である。低所得者に後から還付する

ことで，的を絞った再分配が可能となる。GST 控除制度は，日本では「給付付き税額控

除」と呼ばれる。過去に政府税制調査会で議論され，民主党政権時（２０１０年）に導入を検

討されたことがある。

民主党政権における「平成２２年度（２０１０年度）税制改革大綱」において，「逆進性対策

として，軽減税率も考えられますが，非常に複雑な制度を生むこととなる可能性があるこ

となどから，「給付付き税額控除」の仕組みの中で逆進性対策を行うことを検討していき

ます。」とされている�。

森信（２０１０）は，軽減税率が導入される以前に，逆進性への対策としての優遇税率の問

題点を指摘し，「この問題は，「消費税負担への政策的配慮の必要性と事業者や消費者のコス

ト，つまり制度の中立性・簡素性との比較考量で考えられるべきもの」ということになる。」

とし�，低所得者層への対応として，カナダ型の GST 控除によることを提言している�。
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�　財務省（２００９），p.２２から引用。
�　森信（２０１０），p.８４から引用。
� 森信（２０１０）は当時の日本における単一税率の効率性を指摘し，OECD の２００１年ワーキング

ペーパーにおいて日本の消費税の有効度が世界で３番目に高いという評価を受けていることを指
摘している。

図６　カナダ型 GST 控除の概念図



カナダ型 GST 控除制度の概念図を表したものが，図６である。カナダ型の GST 控除

制度は，世帯類型によって異なる所得水準以下の世帯に給付される。独身であれば，４４３

カナダドル（以下，CAD とする。），配偶者（事実婚を含む）がいる場合は５８０　CAD，１９

歳以下の子供１人あたり追加で１５３　CAD である��。給付額は，本人分が２９０　CAD，配偶

者分が２９０　CAD，１９歳未満の子供に対して１５３　CAD である�。世帯所得の上限は３７,７８９ 

CAD となっている。世帯所得を超過すると５％減額されていく。したがって給付額は以

下のように表すことができる。

（夫婦子２人のケース）

給付額＝８８６　CAD－（世帯所得－３７,７８９　CAD）×５％

本稿における給付付き税額控除は，基礎消費に係る消費税を給付するやり方である。給

付される所得制限は２７０万円とした�。この場合，シミュレーションに使用する所得階層別

の給付額の式は以下のようになる。

CDi＝Cb×Ｔ／（１＋Ｔ）＋（Hi－１）×Cm×Ｔ／（１＋Ｔ）－（Yi－Ａ）×Ｒ

ただし，CDi は所得階層別の給付額であり，ｉは所得階層を表している。Cb は単身者

の基礎消費額，Cm は追加の世帯人員１人当たりの基礎消費額を表している。Ｔは，消費

税率であり，Hi は所得階層別の世帯人員である。Yi は所得階層別の世帯収入額であり，

Ａは設定される所得制限であり，Ｒは超過減額率である。基礎消費額は橋本（２０１０）にし

たがい，独身は１００万円，１
　

 人増加毎に追加で５０万円とした�。

標準税率１８％，軽減税率８％の場合と同じ税収を得ることができるという，税収中立の

条件のもとに減額率を１０％として消費税率を計測すると，消費税率は１８％となった。同じ

社会保障財源としての消費税率の引き上げと逆進性緩和策について（鈴木）
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� カナダ政府のウェブページを参照。（https://www.canada.ca/en/revenue-agency/services/ 
child-family-benefits/gsthstc-amount.html）（閲覧日：２０２０年６月２４日）

�　２０２０年６月２４日時点での１カナダドルは７８.７円である。
� カナダ政府のウェブページを参照。（https://www.canada.ca/en/revenue-agency/services/ 

child-family-benefits/goods-services-tax-harmonized-sales-tax-gst-hst-credit/goods-services-
tax-harmonized-sales-tax-gst-hst-credit-payment-amounts-tax-year-２０１６.html）（閲覧日：
２０２０年６月２４日）
�　個人住民税非課税世帯（夫婦子２人）が２７１万５,９９９円を概ねの基準としている。
� 橋本（２０１０）は消費税の逆進性への緩和策の１つとしてカナダ型の GST 控除制度のシミュレー

ション分析をおこなっている。



条件で減額率を５％として消費税率を計測すると，消費税率は２１％となった。

次にシミュレーション分析をおこなう制度設計は，制度の効率性を考慮したものである。

森信（２０１０）で指摘された複数税率による制度の中立性・簡素性を損なう部分を考慮した

ものである。制度設計として，税率を１本とし，所得制限をつけずに世帯人員１人あたり

に定額給付をおこなうというものである。税収中立の条件のもとに消費税率を１８％にした

場合をシミュレーションをすると，３.６万円の定額給付という結果を得た。

最後にシミュレーション分析をおこなう制度設計は，給付つき税額控除で使用した基礎

消費額にかかる消費税をすべて還付（給付）するというものである。税収中立の条件のも

とに消費税率を計測すると，消費税率は３７％となった。還付額が多額になる分，税率は高

くなってしまう結果となる。

これまで５つのケースを以下のようにケースＡからケースＥとする。ケースＡは標準税

率１８％と軽減税率８％の組み合わせである。ケースＢは標準税率１８％と定額給付３.６万円の

組み合わせである。ケースＣは給付付き税額控除で，税率１８％で減額率１０％である。ケー

スＤは給付付き税額控除で，税率２１％で減額率５％である。ケースＥは税率３７％で基礎消

費額にかかる消費税分還付である。

シミュレーション分析をおこなった結果のうち，主な３つのケースについて結果をまと

めたものが，図７と図８である。図７は所得階層別の負担額を描いたものであり，図８は

所得階層別の負担率を描いたものである。

図７によると，３
　

 ケースともに所得階層が上昇するにつれて負担額が多くなっている。

給付つき税額控除であるケースＣでは第１分位は給付により税負担がなくなっている。ケー

スＡとケースＢでは，第１分位から第５分位までは負担額がケースＣを上回るが，第６分

位から第１０分位では負担額がケースＣを下回ることになる。ケースＡとケースＢでは各所

得階層において負担額はほぼ同じとなっている。

図８によると，ケースＡとケースＢでは，依然として負担の逆進性がみられる。負担額

ではケースＡとケースＢでは，ほぼ同じ水準であったが，負担率では第１分位から第５分

位まではケースＢがケースＡを上回り，第６分位から第９分位まではケースＡがケースＢ

を上回っている。第１０分位では，若干ではあるが，ケースＢがケースＡを上回っている。

ケースＣは第１分位から第６分位までは負担率が上昇し，負担の逆進性が解消されてい

る。しかし，ケースＣは第７分位から第１０分位までは依然として負担の逆進性が存在して

いる。
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出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図７　税収中立における負担額（単位は万円）

出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。

図８　税収中立における負担率



最後に課税による分配の状況の変化についてみることにする。表６は課税前と５つのケー

スについてジニ係数を計測した結果をまとめたものである。標準税率を上昇させるケース

ＡとケースＢのジニ係数は０.２８０であり，課税前の０.２７１より格差が拡大している。給付付

き税額控除であるケースＣとケースＤはジニ係数がそれぞれ０.２６６と０.２６１であり，課税前

より格差が縮小している。基礎消費額にかかる消費税を還付するケースＥでは，ジニ係数

が０.３０５となり，格差は拡大している。税率は高くなるが，還付額が多くなってしまい，格

差は拡大してしまうことになる。

橋本（２０１０）では，逆進性の緩和策の１つの暫定的な案として，基礎消費額にかかる消

費税を還付することを提案している。しかし橋本（２０１０）の分析は消費税率が５％で還付

されることになっている。橋本（２０１０）とは，還付額が本稿で扱った消費税率である３７％

と比較して大きな差がある。所得階層が上昇するにつれて世帯人員が多くなっているので，

大きな額が所得階層が上位にある世帯に多く還付されてしまう。

本稿の結果からは，税制の効率性という観点からはケースＢである税率１本に定額の給

付金が有効となり，公平性の観点からはケースＤである給付付き税額控除が有効となる。

５．さ　い　ご　に

本稿では，社会保障財源としての消費税率の引き上げのレベルとその対応策について検

討をおこなった。本稿で得られた結果は，以下の通りである。

第１に，２０２５年において社会保障分収支は，現在価値で１５.４兆円の赤字となる。これに

対応する消費税は税率換算によると，６.４２兆円に相当する。社会保障財源として国税分を

増税させ，これにともなって現状の割合で地方消費税分も増税させるとなると，軽減税率

は据え置くとすると，消費税の税率は約１８％となる。
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表６　再分配効果

ジニ係数ケース

０.２７１課税前

０.２８０ケースＡ

０.２８０ケースＢ

０.２６６ケースＣ

０.２６１ケースＤ

０.３０５ケースＥ

出所：総務省『家計調査年報（２０１９年）』より作成。



第２に，消費税の増税幅を同じにするという税収中立の条件をつけて，増税に対する負

担の逆進性への緩和策として，カナダ型の GST 控除制度を検討した。所得制限を２７０万円

で減額率を１０％に設定した場合，消費税率は１８％となった。所得制限を２７０万円で減額率

を５％に設定した場合，消費税率は２１％となった。この２ケースをジニ係数で比較すると，

後者の方が上回ることがわかった。カナダ型の GST 控除制度はある程度の所得水準まで

は，負担の逆進性の緩和を解消することがわかった。

第３に，軽減税率が制度の複雑化を招くことから，制度の効率性について検討した。そ

の結果，消費税の増税幅を同じにするという税収中立の条件をつけて，税率を１本とする

と，消費税率は１８％で，家計１人あたり３.６万円の定額給付で，しかも各所得階層の負担額

は消費税率を１８％で軽減税率を８％の場合とほぼ同じになることがわかった。

さいごに基礎消費額にかかる消費税に対して，所得制限を設けずに還付するという制度

設計を検討した。その結果，還付額が大きくなるために，消費税率は３７％となることがわ

かった。

本稿から得られた結果からは，逆進性の緩和策としては，カナダ型の GST 控除制度が

提言されることになる。しかし，この制度の導入には，所得の申告という申告納税を世帯

の幅広い実施とマイナンバー制度を利用した所得の捕捉が強化されることが必須となる。

これに対しては，日本の現状は，源泉徴収制度への偏りと，マイナンバーの普及が滞って

いることが指摘される。もし，制度の非効率性を重視するのであれば，増税とともに定額

給付を暫定的に導入することも考慮されてもよいだろう。
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